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１ 審査会の結論 

  本件審査請求に係る、平成３０年８月２４日付け生学第１０１号により相

模原市教育委員会教育長（以下「実施機関」という。）が行った公開決定（以

下「本件処分１」という。）は妥当であり、平成３０年１１月６日付け生学第

１４２号により実施機関が行った公開決定（以下「本件処分２」という。）は

結論において妥当である。 

 

２ 審査請求の経緯 

（１）平成３０年８月１０日付けで、審査請求人（以下「請求人」という。）は、

相模原市情報公開条例（平成１２年相模原市条例第３９号。以下「条例」と

いう。）第６条第１項の規定に基づき、次の内容について公文書の公開請求（以

下「本件請求１」という。）を行った。 

ア 使用料免除検討会設置運営要綱 

イ 平成３０年５月２２日開催の検討会会議録、議事資料、およびその検討

過程におけるメモ類（ただし教育を考える市民の会に関するものに限る） 

ウ 使用料免除申請に関する統計資料（５月３１日現在）－全市および陽光

台公民館関係（対象外、対象数および免除決定数、免除否定数など） 

エ 申請受理、決定期間の労働時間（残業）など、４、５月の職員の勤務関

係統計資料（生涯学習課、陽光台公民館） 

（２）実施機関は、本件請求１に対し、以下の６件の公文書を特定して本件処

分１を行い、審査請求人に公文書公開（全部公開）決定通知書を送付した。 

 ①使用料免除検討会設置運営要綱 

 ②使用料免除検討会資料 

 ③会議等報告書 

 ④免除関係報告（平成３０年５月３１日現在） 

 ⑤職員時間外労働統計（平成３０年４月・５月）生涯学習課・陽光台公民館

分 

 ⑥所定勤務時間外命令簿（非常勤特別職用）陽光台公民館分 

（３）また、請求人は、平成３０年１０月２３日付けで条例第６条第１項の規

定に基づき、次の内容について公文書の公開請求（以下「本件請求２」とい

う。）を行った。 

ア 「相模原市立公民館条例施行規則」の第８条の規定の策定にかかる審議

をした庁内会議（平成２９年１０月６日など）の会議録及び関連の資料・

メモなど。 

イ 「相模原市立公民館使用料免除基準」の策定にかかる審議をした庁内会

議（日時・回数不詳）の会議録及び関連の資料・メモなど。 
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ウ 「相模原市立公民館使用料免除基準」第２条（２）項の別表の策定にか

かる審議をした庁内会議（日時・回数不詳）の会議録及び関連の資料・メ

モなど。 

エ 「相模原市立公民館条例施行規則」及び「使用料免除規定」と「別表」

で使われている「公益性」及び「教養」の定義に関する資料並びにその審

議（日時・回数不詳）の会議録、審議過程の資料・メモなど。 

 ※なお、会議録とは議事録と同義とします。 

（４）実施機関は、本件請求２に対し、以下の８件の公文書を特定して本件処

分２を行い、請求人に公文書公開（全部公開）決定通知書を送付した。 

 ①公民館運営協議会 会議録（平成２８年９月～１２月開催） 

 ②公民館運営協議会 資料 （平成２８年９月～１２月開催） 

 ③公民館運営協議会 会議録（平成２９年６月～７月開催） 

 ④公民館運営協議会 資料 （平成２９年６月～７月開催） 

 （①～④については市内２７の公民館運営協議会分） 

⑤教育委員会定例会 会議録（平成２９年１０月６日開催） 

⑥教育委員会定例会 資料 （平成２９年１０月６日開催） 

⑦社会教育施設に係る検討会議 会議録（平成２９年１１月２０日開催） 

⑧社会教育施設に係る検討会議 資料 （平成２９年１１月２０日開催） 

（以下、①～④の文書を「本件処分２に係る文書１」、⑤⑥の文書を「本件処

分２に係る文書２」、⑦⑧の文書を「本件処分２に係る文書３」といい、３件

を併せて「本件処分２に係る各文書」という。） 

（５）平成３０年１１月２２日付けで、請求人は、本件処分１及び本件処分２

（以下「本件各処分」という。）を不服として実施機関に対して審査請求（以

下「本件審査請求」という。）を行ったので、実施機関は、令和元年９月４日、

当審査会に対し条例第１７条の規定に基づき諮問を行った。 

 

３ 審査請求人の主張の要旨 

（１）審査請求の趣旨 

  本件審査請求の趣旨は、本件各処分を取り消し、改めて請求人が求めた公

文書を公開することを求めるものである。 

（２）審査請求の理由の要旨 

 本件審査請求の理由は、審査請求書及び反論書の記載並びに審査会での意

見陳述によると、おおむね次のとおりである。 

ア 本件処分１について 

公開請求の中で、公民館使用料の免除申請に対する適用の可否の決定に至

る検討過程等の会議録（議事録）の公開を求めたが、公開されたのは「会議
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等報告書」などで、担当者からは口頭で、会議録はない、関係資料は報告書

作成後に処分した、「ない」ものは公開しようがない、との説明がなされた。

公開請求をしたのは、行政が判断をした結果を知りたいためではなく、行政

が判断に至るまでの経過であり、なぜその判断に至ったかである。 

 イ 本件処分２について 

  公開文書として厚さ３０ミリにおよぶ大量の文書が出されたが、そのほと

んどは公民館運営協議会の会議録資料であった。これらは、すでに行政内部

で意思決定されたことの、公民館長へのいわば説明会であり、質疑答弁の記

録と資料にすぎず、どのような案があり、どのような意見があり、どのよう

な理由で決定に至ったかを知るために資する資料には当たらない。公民館有

料化および免除に関する規則や基準等の検討、決定の過程に関する行政文書

は、「ない」とのことであった。しかし、これらの規則、基準等は、市民の（市

民活動の）権利や利害に直接かかわるもので、行政の決定と一方的な理由を

知らされるだけでは、決して許されるものではない。 

  さらに、公開決定された公文書の中には、教育委員会定例会の会議録およ

び資料が含まれていた。これらは、教委定例会の傍聴を続けている請求人に

とっては、すでに見ている文書であり、情報公開室でいつでも閲覧、コピー

できる文書でもあって、これを公文書公開制度による「公開」というのは、

笑止千万と言わざるを得ない。 

 ウ 本件各処分共通事項について 

  傍聴や会議録の公開が定められていない、行政の内部における意思決定の

過程つまり、どのような会議または職場での打ち合わせやメールでのやり取

りなどで、どのような起案や資料等により、どのような課題や問題点につい

て、どのような意見交換や質疑があり、なぜ一つの結論に至ったのか、とい

う経過こそが市民に知らされなければならないはずである。これこそが、情

報公開制度の本来の目的、主旨であって、ここが肝心要というべきである。 

  なお、公開請求に応えられない場合は、なぜ「ない」（保有していない）の

か、その理由を明らかにすることを求める。公文書の「保有」は、行政の責

務だからである。 

 

４ 実施機関による説明の要旨 

  実施機関の主張は、おおむね次のとおりである。 

 （１）本件処分１について 

   請求人の来訪のあった１３時３０分から概ね１時間ほど情報公開課にお

いて、生涯学習課職員が対象となる公文書が特定できるよう直接請求人か

ら必要な事項を聴取し、必要な記載内容の教示を行った。 
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   詳細に意向を聴取し、公開請求書への記載内容の教示を行ったこともあ

り、公開決定にあたっても、その趣旨を踏まえ、公文書の特定を行った。 

   「会議等報告書」については、議事録又は会議録としてのものである。 

 （２）本件処分２について 

   請求人の来訪のあった１４時から概ね３０分ほど情報公開課において、

生涯学習課職員が対象となる公文書が特定できるよう直接請求人から意向

を聴取したが、来訪時には既に公開請求書には記載があり、「この内容です

べての公文書を開示してほしい。特に使用料の免除がどのように検討され

てきたのか、わかる資料を提示してほしい。会議がどれだけあったかは不

明だが、資料がほしい。」との意向で、記載内容についての修正や詳細な特

定は行わないとのことであった。 

   既に公開請求書は記載されていたことから、内容の特定を求めたものの、

上述のようなやり取りがあり、公民館使用料の免除に係る審議に関する資

料として、公文書を特定し、公開決定を行った。 

   相模原市立公民館条例施行規則は、平成２９年１０月６日の教育委員会

定例会において審議され、改正されたものである。また、当該規則の定義

等を詳細に定めた相模原市立公民館使用料免除基準については、平成３０

年３月６日に制定し、いずれも平成３０年４月１日より施行した。 

   本件処分２に係る文書１については、請求内容のア～エに該当するもの

であり、相模原市立公民館条例施行規則の改正にあたって、公民館の運営

について重要な協議を行う各公民館運営協議会と意見交換を行い、また、

これを踏まえ決定した方針を再度各公民館営協議会に説明の上、意見を伺

い、改正条例の上程を行い、改正規則の審議にあたり、また公民館使用料

免除基準の策定にあたったことから、いずれの内容にも当てはまるもので

ある。 

   本件処分２に係る文書２については、請求内容のアに該当するものであ

り、「相模原市立公民館条例施行規則」の策定にあたり具体的審議を行った

平成２９年１０月６日の教育委員会に係る公文書である。 

   本件処分２に係る文書３については、請求内容のイ～エに該当するもの

であり、規則改正の後、基準の策定に向け、市の社会教育委員に検討内容

を説明し、意見を伺ったものであり、策定に向けた審議にあたるものとし

て特定した。 

  

５ 審査会の判断 

（１）本件対象公文書について 

本件対象公文書は、「相模原市立公民館条例施行規則」や「相模原市立公民
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館使用料免除基準」及びその「別表」といった、公民館使用料の免除に関す

る規程等（以下「規程等」という。）の策定、審議過程に関する公文書である。 

請求人は、実施機関による対象公文書の特定は、請求の趣旨を理解してい

ない旨を主張していることから、以下、対象公文書の特定の妥当性について

検討する。 

（２）対象公文書特定の妥当性について 

  公文書の公開を請求しようとするものは、氏名、住所などとともに公開請

求に係る公文書を特定するために必要な事項を記載した公開請求書を提出し

なければならず（条例第６条第１項）、この公開請求に係る公文書を特定する

ために必要な事項には、公開請求者が公文書の件名を明記することが出来な

い場合は、公開請求を受けた実施機関が合理的な努力をすることにより当該

公文書を特定することができる程度の記載がされていることが必要である。

また、記載事項に漏れがある場合や、公開請求に係る公文書を特定するため

に必要な事項の記載に不備があり、公開請求に係る公文書を特定することが

できない場合等、「公開請求書に形式上の不備があると認めるとき」は、実施

機関は、公開請求者に対し、その補正を求めることができ、この場合におい

て、実施機関は、公開請求者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう

努めなければならないものである（同条第２項）。なお、公文書の特定はでき

るが、期間や対象となる事務担当課が請求の目的や趣旨から見て不必要に広

範である場合も形式上の不備と認められるものである。 

 ア 本件処分１について 

  実施機関の説明によると、本件対象公文書を特定するにあたり、請求人か

ら文書特定に必要な事項を聴取し、かつ請求人に対し必要な記載内容の教示

を行ったうえで本件請求１がなされたとのことである。このことから、本件

処分１に関する文書特定については双方の共通認識のもと行われたと考えら

れ、公開された文書の中で③以外のものについては、争いはない。 

  ③の「会議等報告書」（以下「報告書」という。）について、当該文書は「相

模原市立公民館使用料免除検討会」（以下「検討会」という。）において判断

が難しい申請及び免除の対象とならない申請について、事例ごとの検討及び

判断内容が記載されているものであるが、請求人は「公民館使用料の免除申

請に対する使用料免除基準の適用の可否の決定に至る検討過程等の会議録

（議事録）の公開を求めた」と主張しており、これに対し実施機関は「報告

書については、議事録又は会議録としてのものである。」と弁明している。 

また、請求人は本件請求１のイの中で、「検討過程におけるメモ類」を請求

しており、審査会での意見陳述においても、報告書を作成するにあたってそ

の元となった担当職員のメモ等の資料（以下「本件メモ」という。）の公開に
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ついて言及している。これについては、実施機関から請求人に対し、本件メ

モは報告書作成の後に廃棄したという旨の説明がすでにされているとのこと

であるが、当審査会が改めて実施機関に確認したところ、「担当職員が会議で

の検討経過をメモ用紙に記録し、それに基づいて当該報告書を作成した。そ

の後本件メモは不要となったため廃棄した」との回答であった。 

実施機関は、本件メモの存在及び廃棄したことを認めているが、本件メモ

について非公開（不存在）決定処分をしていないことから、本件メモを文書

特定の対象には含めていなかったと解される。 

以上の点を踏まえ、以下では、本件メモが、条例における「公文書」に該

当するか否か、そして、本件対象公文書として特定すべきであったかを検討

する。 

「公文書」の定義については、条例第２条第２項において、「実施機関の職

員が職務上作成し、又は取得した文書であって、当該実施機関の職員が組織

的に用いるものとして、当該実施機関が保有しているもの」と規定している。 

本件メモは、検討会の席上で担当職員が作成したことについては実施機関

の説明のとおりであるため、実施機関の職員が職務上作成した文書であるこ

とに疑いはない。 

次に、本件メモが、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして当該

実施機関が保有しているものであったか否かについてであるが、「組織的に用

いる」とは、その作成又は取得に関与した職員個人の段階のものではなく、

組織としての共用文書の実質を備えた状態、すなわち、当該実施機関の組織

において、業務上必要なものとして、利用され、又は保存されている状態の

ものを意味すると解するのが相当である。そして、作成され、又は取得され

た文書が、どのような状態にあれば組織的に用いるものであるかについては、

当該文書の作成又は取得の状況、利用の状況、保存又は廃棄の状況などを総

合的に考慮して実質的な判断を行うのが相当である。 

本件メモの状況について、事務局をして実施機関に確認させたところ、ま

ず、作成又は取得の状況については、実施機関は、本件メモは検討会に出席

した担当職員が作成したと説明しており、担当職員が個人的に所有するメモ

用紙に記録したとのことである。当該検討会のような会議に職員が出席する

場合、備忘等のために会議の内容を記録することは通常考えられることであ

り、また、担当職員が私的に保有するメモ用紙に記録をしたということから、

本件メモは報告書等を作成する際の補助的なものとして、又は備忘等のため

に作成されたものと認められる。 

次に、利用の状況であるが、本件メモは、担当職員が自己の手持ち資料と

して自身の事務机の引き出し等で管理し、報告書の作成に利用した後、自ら
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不要と判断した時点で廃棄したとのことであった。また、報告書の起案文書

に本件メモを添付していなかったとのことから、本件メモは課長等の一定の

権限を有する者を含めて行われる職務上の内部検討に付された経過も認めら

れない。したがって、本件メモが他の職員により利用されるなど組織として

共用されていたという事情は認められない。 

最後に、保存又は廃棄の状況であるが、上述のとおり、本件メモは、担当

職員が報告書を作成するために記録し、個人的な備忘等のために作成された

ものであって、報告書作成という目的を達成したため廃棄されている。また、

担当職員が自己の判断において不要とした時点で廃棄していることから、担

当職員の個人的な管理の元に置かれていたものであると認められる。 

以上のことを考え合わせると、本件メモは、担当職員が職務上作成した文

書であっても、その作成、利用又は保存等の状況が作成に関与した職員個人

の段階に留まっており、実施機関において、業務上必要なものとして利用さ

れ、又は保存されている状態とは言えず、職員が組織的に用いるものである

と解することはできない。 

したがって、本件メモは、条例第２条第２項に規定する公文書には該当し

ない。 

  以上のことから、本件処分１に関し、本件メモを本件対象公文書に含めず、

報告書を本件対象公文書として特定した実施機関の判断は、妥当であると認

められる。 

イ 本件処分２について 

 実施機関の説明によれば、本件対象公文書の特定にあたっては、本件請求

の提出時に公開請求書へはすでに本件請求２に係る請求内容が記載されてお

り、実施機関が内容の特定を求めたものの請求人は請求内容の修正や詳細な

特定に応じず、記載内容に該当するすべての文書の公開を求めるとの意向で

あったとのことである。そのため、実施機関は本件請求２の記載内容から「公

民館使用料の免除に係る審議に関する資料」と理解し、本件処分２に係る各

文書を本件対象公文書として特定したとのことである。 

  請求人は、本件請求２について、審査請求書等で「傍聴や会議録の公開が

定められていない、行政の内部における意思決定の過程、つまりどのような

会議または職場での打合せ、メールでのやり取りなどで、どのような起案や

資料等により、どのような課題や問題点について、どのような意見交換や質

疑があり、なぜ一つの結論に至ったのか、という過程こそが市民に知らされ

なければならない」、また「少なくとも、行政内部での政策・方針の審議・決

定、議事案の審議・決定に際しての裁決の文書（決裁文書）又は稟議書等の

公文書は必ずあるはず」と主張（以下「本件請求２に係る主張」という。）し
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ており、本件対象公文書に含むべき文書が他にもあるとしている。 

双方の主張を踏まえ、改めて本件請求２に係る記載内容を確認してみると、

主に「規程等の策定にかかる審議をした庁内会議の会議録及び関連の資料・

メモなど」や「定義に関する資料並びにその審議の会議録、審議過程の資料・

メモなど」と書かれていること、また、請求人は本件請求の提出時に実施機

関の文書特定の要請に対し、「請求内容の修正や詳細な特定は行わない」との

ことであったことから、実施機関は本件請求２に係る記載内容のみから合理

的な努力により判断せざるを得ず、当該記載内容から規程等の策定に係る審

議を行った会議の会議録及びその会議で使用した資料を本件対象公文書とし

て特定することは、文理上特段不合理な点はないものと認められる。 

なお、当審査会が本件処分２に係る各文書を見分したところ、確かに本件

請求２に対応する審議の内容等を文書内に確認することができた。しかし、

当該文書は厚さ３０ミリを超える大量のものであり、文書内のどの部分が請

求内容に対応しているのか、この文書を出されただけでは理解が難しく、当

該文書の公開時に、実施機関から請求人に対して十分な説明を行うことが必

要であったと言わざるを得ない。 

一方、請求人の本件請求２に係る主張から、規程等の策定に係る内部での

意思決定をしたと考えられる実施機関の決裁文書等の有無について、事務局

をして実施機関に改めて確認させたところ、公民館使用料の免除等に関する

規程の策定に係る決裁文書等の存在が確認された。 

このことから、公開請求時の文書特定の際に、請求人と実施機関による対

象公文書の詳細な特定が行われていれば、請求の趣旨に関し実施機関と請求

人の間での齟齬は生じず、請求人が真に求める文書が特定され、公開されて

いた可能性が考えられる。 

いずれにせよ、前述の公文書公開時の実施機関の説明による補完の必要性

も含め、実施機関と請求人双方にコミュニケーションが不足していた感は否

めない。 

  以上のことから、本件処分２に関しては、まず、公開された文書について

実施機関による補完的説明が必要だったと考える。また、請求人の本件請求

２に係る主張を斟酌すれば、実施機関は、規程等策定の意思決定に係る決裁

文書までを対象公文書に含むべきだったとも考えられるが、請求人が実施機

関による文書特定に応じなかったことも事実であり、本件請求２の記載内容

から「公民館使用料の免除に係る審議に関する資料」であると解釈した実施

機関の判断は、不合理とまでは言えず、結論において妥当であると認められ

る。 
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（３）その他 

審査請求人のその他の主張については、当審査会の判断に影響を及ぼすも

のではない。 

（４）結論 

以上のことから、当審査会は、実施機関が行った本件処分１については妥

当であり、本件処分２については、結論において妥当であると判断する。 

 

６ 付言 

  対象公文書の特定に関し、実施機関と審査請求人との認識が相違している

ことから、実施機関においては、公文書公開請求の趣旨の的確な把握など、

適切な制度運用に努められたい。また、請求人においては、実施機関が合理

的な努力をすることにより請求対象の公文書を特定することができるよう、

公開を求める文書に関する適切な情報の提供等に協力を願いたい。 

 

７ 審査会の処理経過 

 審査会の処理経過は以下のとおりである。 

年  月  日 処  理  内  容 

令和元年  ９月 ４日 実施機関からの諮問 

１０月１７日 
審議 

実施機関からの意見聴取 

１２月１９日 
審議 

審査請求人の意見陳述 

令和２年  １月３１日 審議 

 

第２部会委員 岩﨑  忠 

                            辻 雄一郎 

                            石井 隆寛 

 


